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本書の概要 

 

本書は、Ⅰ～Ⅲの三つの部で構成されており、各部の概要は次のとおりです。 

Ⅰ 市の概要 

新座市の都市特性・人口・土地利用について、表やグラフを用いて、令和5年度現在の状

況を記載しています。 

Ⅱ 第3次新座市環境基本計画の概要 

第3次新座市環境基本計画の基本目標等の概要を記載しています。 

Ⅲ 環境を保全するための施策の推進状況 

第3次新座市環境基本計画に掲げた施策のうち、指標を設定しているものについて、令和

5年度の市の取組状況を記載しています。 

【掲載例】 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  
ごみの減量化・再資源化を進めるために、町内会・自治会、PTA、スポーツチームなどの団体を中心に、

集団資源回収事業を実施しています。集められた資源物（紙類、布類、アルミ缶）は協力事業者が回収し、

回収量に応じて市から団体へ奨励金を交付しています（アルミ缶は奨励金の対象外）。 

 なお、平成17年11月から全町内会で集団資源回収事業が実施され、すべての市民の方に、町内会又は

登録団体を通じて集団資源回収に参加していただいています。 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 令和４ 5 
目標年度 

（令和14） 

団体数 137  140 

集団資源回収の実施団体数（累計）                【環境課】 

 

施策 第3次新座市環境基本計画に掲げた施策を記載しています。 

 

取組状況 施策についての取組状況を記載しています。 

 

指標 取組状況に対する結果等を記載しています。 



 

 

 ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals:持続可能な開発目標）とは、「誰一人残さない」持続可

能な社会の実現を目指す世界共通の目標です。平成 27 年（2015 年）の国連サミットにおいて全会一

致で採択され、2030年までに解決すべきとして、以下の17の目標が掲げられました。 

 ＳＤＧｓは、貧困に終止符を打ち、地球を保護し、全ての人が平和と豊かさを享受できるようにす

るため、普遍的な行動を呼びかけるものですが、このＳＤＧｓの達成には、国家レベルだけではなく、

市民、事業者及び市などの社会の多様な主体が連携して行動していく必要があります。本書では、望

ましい環境像の実現に向けて基本目標に関連するＳＤＧｓを設定し、その達成を目指します。 

１ 貧困 

あらゆる場所のあらゆる形態の貧困

を終わらせる 

１０ 不平等 

各国内及び各国家間の不平等を是正す

る 

２ 飢餓 

飢餓を終わらせ、食料安全保障及び

栄養改善を実現し、持続可能な農業

を促進する 

１１ 持続可能な都市 

包摂的で安全かつ強靭（レジリエント）

で持続可能な都市及び人間居住を実現

する 

３ 保健 

あらゆる年齢の全ての人々の健康的

な生活を確保し、福祉を促進する 

１２ 持続可能な消費と生産 

持続可能な生産消費形態を確保する 

４ 教育 

全ての人に包摂的かつ公正な質の高

い教育を確保し、生涯学習の機会を

促進する 

１３ 気候変動 

気候変動及びその影響を軽減するため

の緊急対策を講じる 

５ ジェンダー 

ジェンダー平等を達成し、全ての女

性及び女児の能力強化を行う 

１４ 海洋資源 

持続可能な開発のために海洋・海洋資

源を保全し、持続可能な形で利用する 

６ 水・衛生 

全ての人々の水と衛生の利用可能性

と持続可能な管理を確保する 

１５ 陸上資源 

陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用

の推進、持続可能な森林の経営、砂漠化へ

の対処、ならびに土地の劣化の阻止・回復

及び生物多様性の損失を阻止する 

７ エネルギー 

全ての人々の、安価かつ信頼できる持続

可能な近代的エネルギーへのアクセスを

確保する 

１６ 平和 

持続可能な開発のための平和で包摂的

な社会を促進し、全ての人々に司法へ

のアクセスを提供し、あらゆるレベル

において効果的で説明責任のある包摂

的な制度を構築する 

８ 経済成長と雇用 

包摂的かつ持続可能な経済成長及び

全ての人々の完全かつ生産的な雇用

と働きがいのある人間らしい雇用

（ディーセント・ワーク）を促進する 

１７ 実施手段 

持続可能な開発のための実施手段を強

化し、グローバル・パートナーシップ

を活性化する 

９ インフラ、産業化、 

イノベーション 

強靭（レジリエント）なインフラ構築、

包摂的かつ持続可能な産業化の促進及び

イノベーションの推進を図る 

 

 

  

※赤字は本計画に関連するもの 持続可能な開発目標（SDGs)で掲げる 17 のゴール 
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Ⅰ 市の概要 
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1 都市特性 

新座市は、埼玉県の最南端に在り、東京都心から25㎞圏内に位置し、総面積約22.78㎢を有して

います。市域の多くが野火止台地と呼ばれる平坦部にありますが、柳瀬川や黒目川周辺の低地部分が

市の北部と南部に細長く分布し、起伏に富んだ地形を形成しています。 

昭和40年代に首都近郊のベッドタウンとして急速に人口が増加し、主に市の北部と南部を通る東

武東上線と西武池袋線の駅周辺部を中心として市街化が進みました。しかしながら、いまだ市中央部

には多くの緑が残されており、これらの豊かな自然環境が市の最大の魅力となり、特徴的な景観をつ

くり出しています。 

 

2 人口 

昭和45年11月の市制施行後、人口は増加し続け、昭和49年には10万人を突破しました。昭和50

年以降は人口の増加が緩やかになり、令和5年10月1日現在、165,876人となっています（図1）。 

なお、新座市人口ビジョン（令和5年3月）では、市の将来人口は、令和7年にピークを迎え、令

和12年には163,772 人になると見込んでいます。年齢階層別に見ると、年少人口（0～14 歳）、生産

年齢人口（15～64歳）は減少を続け、高齢者人口（65歳以上）は増加を続ける見込みです。 

【参考】新座市人口ビジョンの基本推計における年齢階層別人口構成比（令和2年と令和12年） 

 令和 2 年（2020年） 年少人口13.3％、生産年齢人口60.9％、高齢者人口25.8％ 

 令和12年（2030年） 年少人口12.5％、生産年齢人口60.8％、高齢者人口26.7％ 

                                資料：新座市人口ビジョン【新座市】 

 

図１ 人口の推移 

 
 
※ 住民基本台帳人口と外国人登録人口の合計による実績値（各年10月1日現在） 

 
資料：統計にいざ【新座市】 
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3 土地利用 

昭和30年代後半からの急激な人口増加は、主に民間の小規模な宅地開発によるものであり、特に鉄

道駅周辺に宅地が形成されていきました。昭和41年には宅地の約4倍も存在した農地が、昭和50年

代半ばには宅地とほぼ同じ面積となりました。さらに近年、ＪＲ武蔵野線新座駅周辺の土地区画整理

事業地内などで宅地開発が進んだ影響もあり、現在では、農地の割合が宅地の半分以下までに減少し

ています（図2）。 

鉄道駅周辺で宅地化が進む一方で、市中央部は市街化調整区域であるため、宅地化が抑制されまし

た。その結果、市中央部においては武蔵野の面影を残す雑木林や農地が多く残されています。 

 

図２  土地利用面積割合の推移 

 

※ 各年1月1日現在 

※ 平成5年に宅地と雑種地の集計方法を変更しました。 

資料：統計にいざ【新座市】 

 

 

 

 

 

  



4 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 第３次新座市環境基本計画の概要 
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1 望ましい環境像 

市民、事業者及び市の三者の協働によって環境の保全等に向けた具体的な取組を推進していく

ためには、誰もが共感できる分かりやすい望ましい環境像が必要です。この計画では、次のよう

に望ましい環境像を定め、環境の保全、回復及び創出に取り組んでいます。 

 

 

 

 
 

⑴  豊かな暮らしが 

これからもずっと人々の笑顔と活気があふれ、健康と快適さが確保された豊かな暮らしの実

現のため、みんなで環境保全に取り組むまちを目指します。 

 

⑵  自然と共生する 

市民、事業者、市などの多様な主体が協働やパートナーシップにより、緑地や水辺を始めと

した自然と寄り添い、自然環境の維持の妨げにならず、活性化につながる暮らしを構築するこ

とを共生としてとらえ、雑木林・農地などの緑地や柳瀬川、黒目川、野火止用水などの水辺と

いった新座市の豊かな自然の保全を行うことで、自然と共に持続的に生活していくことが可能

なまちを創り上げていくことを目指します。 

 

⑶  持続可能なまち「にいざ」 

環境にやさしく持続的に発展することができる誰もが住み続けたいと感じられる循環型の

まちを目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

豊かな暮らしが 自然と共生する 

持続可能なまち「にいざ」 

 

望ましい環境像 



6 
 

2 基本目標 

「望ましい環境像」の実現に向けて、五つの基本目標を掲げます。また、目標に基づいた取組

の基本方針を設定します。 
 

 

 

● 地球にやさしい「まち」をめざそう 

● 持続可能な循環型の「まち」をめざそう 

● 健康で快適に暮らせる「まち」をめざそう 

● 自然と共生する潤いのある「まち」をめざそう 

● 環境のためにみんなが考え行動する「まち」をめざそう 

 

 

基本目標 基本方針 関連する SDGs 

1.地球にやさしい

「まち」をめざそう 

市民・事業者・市が一体とな
って、環境にやさしい行動の
実践や省エネルギー対策など
に取り組み、持続的に発展す
るまちを目指します。 

 

2.持続可能な循環

型の「まち」をめざ

そう 

プラスチックごみや食品ロス
などの新たな課題に対しても
対策を強化し、ごみの発生抑
制・再資源化が進んだまちを
目指します。 

 

3.健康で快適に暮

らせる「まち」をめ

ざそう 

公害のない生活環境を維持
し、市民・事業者と協働して、
快適な生活空間、美しい景観
が形成されたまちを目指しま
す。 

 

4.自然と共生する

潤いのある「まち」

をめざそう 

雑木林・農地などの緑地や黒
目川、柳瀬川、野火止用水な
どの水辺といった新座市の豊
かな自然が保全され、多くの
生き物が生息するまちを目指
します。 

 

5.環境のためにみ

んなが考え行動す

る「まち」をめざそ

う 

市民一人ひとりが環境問題を
自らの問題として捉え、環境
保全に対する高い意識をもっ
て自発的に行動し、市民・事
業者・市が協働して環境の保
全に取り組むまちを目指しま
す。 

 

 

基本目標 
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3 計画の対象範囲 

本計画では、「地球環境」、「生活環境」、「都市環境」、「自然環境」を対象範囲とします。 
 

 

①  地球環境 
（地球温暖化・気候変動などの地球環境問題） 

 

 

 

② 生活環境 
（大気汚染・水質汚濁などの公害問題、生活環境問題） 

 

 

 

③ 都市環境 
  （ごみの減量化や不法投棄などの廃棄物問題、居住環境の整備などの都市環境問題） 

 

 

 

④ 自然環境 
（森林の減少・生態系の破壊などの自然環境問題） 

 

4 計画の推進期間 

本計画では、令和5年度（2023年度）から令和14年度（2032年度）までの10年間を計画の

推進期間とします。 

計画の推進に当たっては、毎年、進捗状況の点検結果を公表するとともに、社会経済情勢の変

化等に合わせて、適宜見直しを行います。 

  



8 
 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 環境を保全するための施策の推進状況 
 

基本目標１ 地球にやさしい「まち」をめざそう 

 

基本目標２ 持続可能な循環型の「まち」をめざそう 

 

基本目標３ 健康で快適に暮らせる「まち」をめざそう 

 

基本目標４ 自然と共生する潤いのある「まち」をめざそう 

  

基本目標５ 環境のためにみんなが考え行動する「まち」をめざそう 
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基本目標１ 地球にやさしい「まち」をめざそう 

 

 

 

 

 

 

地球温暖化やそれに伴う気候変動は、本市にも大きな影響をもたらしており、集中豪雨や猛暑日

の増加、熱中症搬送者数の増加などの被害が確認されています。 

市では、これまで「新座市エコライフデー」の実施、公共施設における再生可能エネルギー利用

設備の導入、公共交通の利用促進などを図り、環境にやさしい暮らしの推進と実践を進めてきま

した。 

さらに、本市では、令和４年(２０２２年)にゼロカーボンシティ宣言を行っており、令和３２年

（２０５０年）までに二酸化炭素排出量実質ゼロを達成するため、温室効果ガス排出量削減や省

エネルギー対策など、更なる努力が必要です。 

そこで、市民・事業者・市が一体となって、地球温暖化の防止に努め、更なる環境にやさしいまち

の実現に向けた取組を展開していきます。加えて、自然災害・市民生活などの分野における、気候変

動に適応するための取組を展開することで持続可能なまちづくりを推進していきます。 

 

市域から発生する温室効果ガス排出量の削減に向けた取組 

第3次新座市地球温暖化対策地域推進計画（計画期間：令和5年度から令和12年度までの8年間）

を令和5年3月に策定し、新座市ゼロカーボン推進補助金制度（①太陽光発電設備及び蓄電池、②高

効率空調機器、③ＬＥＤ照明灯、④高効率照明機器の４種を対象設備とした補助）の実施、生ごみ処

理容器の購入に係る補助金制度の実施、新座市エコライフデーの実施など、温室効果ガスの排出量の

抑制に向けた取組を進めています。 

 

市の事務事業により発生する温室効果ガス排出量の削減に向けた取組 

第4次新座市地球温暖化対策実行計画（計画期間：令和5年度から令和12年度までの8年間）に

基づき、市が自らの事務・事業の実施に伴って排出する温室効果ガス排出量の削減を図っています。

市では、令和 5 年度から令和 9 年度の 5 か年において、地域脱炭素移行・再エネ推進交付金を活用

し、公共施設については、5か年において、太陽光発電設備及び蓄電池をＰＰＡ方式（※）により13

施設に、高効率空調機器をリース方式又は工事により8施設に、高効率照明機器をリース方式により

14施設に、それぞれ導入する予定です。 

※ 発電事業者が市の公共施設に太陽光発電設備及び附帯設備を事業者の負担により設置し、運転・維持管理を行

った上で発電された電力を当該施設に供給する契約方式 

 

 

 

 

関連するＳＤＧｓ 




